
 

 

 

 

 

 

令和元年度第１回 

武蔵村山市行政改革推進委員会会議次第 

 

日 時：令和元年７月２６日（金） 

     午前１０時１５から 

場 所：３０１会議室 

 

日 程 内           容 

開 会  

委員の紹介等 
○委員の紹介 

○事務局職員の紹介 

議 題 １ ○委員長及び副委員長の互選について 

議 題 ２ ○会議の公開に関する運営要領について 

議 題 ３ ○平成３０年度末における第六次行政改革大綱の推進状況について 

議 題 ４ ○その他 

閉 会  

 



 

印刷用メモ 
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議題１ 委員長及び副委員長の互選について 

武蔵村山市行政改革推進委員会条例（平成１０年武蔵村山市条例第１６号）第４条第２

項の規定により、委員長及び副委員長を互選する。 

 

 

１ 委員長の互選 

 

委 員 長                   

 

 

２ 副委員長の互選 

 

副委員長                   

 

 

 

（参考） 

○武蔵村山市行政改革推進委員会条例 - 抄 - 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に、委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選による。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 
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議題２ 会議の公開に関する運営要領について 

○武蔵村山市行政改革推進委員会の会議の公開に関する運営要領 

 

 

改正：平成 19 年 8 月 16 日  

 （趣旨） 

第１条 この要領は、武蔵村山市附属機関等の会議及び会議録の公開に関する指針（平成１

９年６月１１日市長決裁。以下「会議公開指針」という。）第８条第２項の規定に基づき、

武蔵村山市行政改革推進委員会の会議の公開に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （会議の公開） 

第２条 会議は、非公開情報に係る審議を除き、公開する。 

 （非公開情報の承認） 

第３条 議長は、会議公開指針第４条第３項の規定により非公開情報として取り扱うことと

決定したものがあるときは、会議の開会前に、庶務担当課長にその理由を説明させ、委

員の承認を受けるものとする。 

２ 前項の承認は、出席委員の合議により行うものとし、合議が整わないときは、出席委員

の過半数で決するものとする。 

 （会議の一部公開） 

第４条 会議の一部を公開するときは、まず非公開情報以外の情報に係る審議を行い、当該

審議の終了後、傍聴者を退席させた上で非公開情報に係る審議を行うものとする。 

 （傍聴の許可） 

第５条 議長は、会議の開会前に、会議公開指針第５条第２項の規定による許可を行うもの

とする。 

２ 議長が前項の許可をしたときは、庶務担当課長は、会議においてその旨を報告するもの

とする。 

 （委任） 

第６条 この要領に定めるもののほか必要な事項は、議長が会議に諮って定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 成 11 年 7 月 7 日 

委 員 会 決 定 
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議題３ 平成３０年度末における第六次行政改革大綱の推進状況について 

１ 平成３０年度行政改革推進事務事業（進行管理対象）の進捗状況 

    100%

H31.03.31
0% 20% 40% 60% 80%

    100%

10
下水道ストックマネ
ジメント計画の策定

策　定

H30.04.01

【項番１１０】

・情報収集

・東京都及び国との協議

・計画の策定

進捗率１００％

60% 80%

9
遊休市有地の利活用
の検討

検　討

H30.08.07

H31.03.31
0% 20% 40%

【項番１０６】

・検討委員会の開催

・検討結果報告書の作成

進捗率１００％

H31.03.31
0% 20% 40% 60% 80%     100%

    100%

8
市内学校での新たな
選挙啓発活動の実施

実　施

H30.04.01

【項番０５４】

・市内学校への周知

・選挙ミニ講座の実施（一

中及び四中）

※模擬投票等の実施に至ら

なかったため未達成

進捗率３６％

20% 40% 60% 80%

7
子どもの貧困対応プ
ランの策定

検　討

H30.04.01

H31.03.31
0%

【項番０３７】

・子どもの生活実態調査及

びひとり親家庭ニーズ調査

の実施

・調査報告書の作成

進捗率１００％

    100%
H31.03.31

0% 20% 40% 60% 80%

    100%

6
各種窓口業務委託の
検討

報告書
提　出

H30.04.01

【項番０３６】

・情報収集

・実施自治体の視察

・検討結果報告書の作成

進捗率１００％

20% 40% 60% 80%

5
心身障害児通所訓練
事業の法定事業への
移行

実　施

H30.04.01

H31.03.31
0%

【項番０３５】

・利用者懇談会の開催

・設置条例の一部改正

※移行時期の変更による未

達成（幼児教育無償化の影

響を考慮し、令和元年度に

移行する。）

進捗率７０％

    100%

H31.03.31
0% 20% 40% 60% 80%

    100%

4
つみき保育園の在り
方の検討

報告書
提　出

H30.04.01

【項番０３４】

・情報収集

・検討委員会の開催

※報告書提出時期の変更に

よる未達成（引き続き検討

し、令和元年度に報告書を

提出する。）

進捗率５０％

40% 60% 80%

3
基幹的地域包括支援
センターの運営方法
の検討

報告書
提　出

H30.04.01

H31.03.31
0%

【項番０３２】

・情報収集

・調査、検討

※報告書提出時期の変更に

よる未達成（引き続き検討

し、令和２年度に報告書を

提出する。）

進捗率３０％

    100%

20%

0% 20% 40% 60% 80%

2
人材育成基本方針の
改訂

実　施

H30.04.01

【項番０１４】

・情報収集

・検討委員会の開催

・人材育成基本方針の改訂

進捗率１００％

H31.03.31

80%     100%

H30.04.01

H31.03.31
0% 20% 40% 60%

平成３１年３月末日現在 ＝実績（進捗率） 【第六次行政改革大綱推進項目番号】

事　　業　　名

1
管理職への昇任意欲
向上策の検討

報告書
提　出

区分

(年次

計画)

開始年月日

進　捗　状　況 備　　　　考
完了年月日

【項番０１３】

・情報収集

・アンケートの実施

・検討結果報告書の作成

進捗率１００％
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２ 平成３０年度末における第六次行政改革大綱の推進状況 

⑴ 推進状況調査の実施 

ア 調査依頼：令和元年５月２１日（火） 

イ 回答期限：令和元年６月１２日（水） 

ウ 推進項目： 

「第六次行政改革大綱推進計画《平成３０年度～平成３２年度》」推進項目数 

行政改革の柱・推進体系 実施等 検討 － 合計 

【改革の柱①】市民への高品質な行政サービスの提

供（市民への約束） 
17 9 28 54 

 １ 市民との情報共有 0 0 2 2 

 ２ 適正な事務の執行 5 2 8 15 

 ３ 行政サービスの見直し・充実 7 5 16 28 

 ４ 協働・共創のまちづくり 5 2 2 9 

【改革の柱②】次世代への強固な行財政基盤の継承

（次世代への約束） 
8 8 40 56 

 １ 財政の健全化 5 2 17 24 

 ２ 受益と負担の適正化 0 3 2 5 

 ３ 事務事業・補助金等の整理合理化 2 0 20 22 

 ４ 市有財産の利活用、整理・統合 1 3 1 5 

合        計 25 17 68 110 
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⑵ 推進状況調査の結果 

ア 調査結果の集計 

(ｱ) 平成３０年度末推進状況／実施状況別 

 
実 施 状 況 （平成３０年度末現在） 

実施済 継続中 準備中 検討中 その他 合 計 

【改革の柱①】 33 7 0 9 5 54 
(構 成 比) (61.1％) (12.9％) (0％) (16.7％) (9.3％) (100.0％) 

【改革の柱②】 33 9 1 8 5 56 
(構 成 比) (58.9％) (16.1％) (1.8％) (14.3％) (8.9％) (100.0％) 

合  計 66 16 1 17 10 110 
(構 成 比) (60.0％) (14.5％) (0.9％) (15.5％) (9.1％) (100.0％) 

 

                            
 

 

(ｲ) 平成３０年度末推進状況／実施水準別 

 
実 施 水 準 （平成３０年度末現在） 

目標以上 
◎ 

ほぼ目標 
○ 

目標以下 
△ 

そ の 他 
－ 

合  計 

【改革の柱①】 4 39 6 5 54 
(構 成 比) (7.4％) (72.2％) (11.1％) (9.3％) (100.0％) 

【改革の柱②】 7 41 3 5 56 
(構 成 比) (12.5％) (73.2％) (5.4％) (8.9％) (100.0％) 

合  計 11 80 9 10 110 
(構 成 比) (10.0％) (76.3％) (6.4％) (7.3％) (100.0％) 

 

イ 個別の推進状況 

別添「平成３０年度末 第六次行政改革大綱推進状況」のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施割合 … (合計)82 項目 74.5％ 



 - 6 - 

議題４ その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



資 料 一 覧 
 

資 料 名 頁 

資料１ 武蔵村山市行政改革推進委員会条例 １ 

資料２ 武蔵村山市行政改革推進委員会委員名簿 ２ 

資料３ 
武蔵村山市附属機関等の会議及び会議録の公開に関す

る指針 
３ 
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資料１ 

 

○武蔵村山市行政改革推進委員会条例 

 

 

 （設置） 

第１条 武蔵村山市における行政改革を推進し、もって開かれた簡素で効率的な市政運営を

図るため、武蔵村山市行政改革推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、市長の求めに応じ、武蔵村山市行政改革大綱の実施状況について審議し、

必要があるときは、市長に対し、助言、勧告等を行う。 

 （組織） 

第３条 委員会は、識見を有する者のうちから市長が委嘱する委員５人をもって組織する。 

２ 委員の任期は、２年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任

を妨げない。 

 （委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に、委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選による。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

 （会議） 

第５条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

 （庶務） 

第６条 委員会の庶務は、企画財務部企画政策課において処理する。 

 （委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成１０年４月１日から施行する。 

附 則（平成１３年３月８日条例第２号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第３条第２項の改正規定は、平成１３年４

月１日から施行する。 

附 則（平成１６年３月５日条例第２号） 

この条例は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年３月１０日条例第７号） 

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

平成 10 年 3 月 31 日  

条 例 第 1 6 号 



 - 2 - 

資料２ 

 

○武蔵村山市行政改革推進委員会委員名簿 

 

（五十音順（敬称略）） 

氏    名 選 出 区 分 任  期 備 考 

小 林 ミサ子 識見を有する者 
平成３１年 ４月 １日から 

令和 ３年 ３月３１日まで 
再任 

指 田 登美子 識見を有する者 
平成３１年 ４月 １日から 

令和 ３年 ３月３１日まで 
再任 

高 橋 茂 明 識見を有する者 
平成３１年 ４月 １日から 

令和 ３年 ３月３１日まで 
再任 

比留間 多 一 識見を有する者 
平成３１年 ４月 １日から 

令和 ３年 ３月３１日まで 
新任 

宮 﨑 和 雄 識見を有する者 
平成３１年 ４月 １日から 

令和 ３年 ３月３１日まで 
再任 
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資料３ 

 

○武蔵村山市附属機関等の会議及び会議録の公開に関する指針 

（平成１９年６月１１日市長決裁） 

 （趣旨） 

第１条 この指針は、武蔵村山市附属機関等の設置及び運営に関する指針（平成１８年１０

月１１日市長決裁。以下「設置運営指針」という。）第１１条第２項及び第１３条第２項

の規定に基づき、武蔵村山市における附属機関等の会議（以下「会議」という。）及び会

議録の公開に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （用語） 

第２条 この指針において使用する用語は、設置運営指針において使用する用語の例による。 

 （会議の公開の可否） 

第３条 会議の公開の可否は、附属機関等の長（以下「議長」という。）が会議に諮って決定

する。 

 （会議の非公開） 

第４条 前条の規定により会議を公開することと決定した場合であっても、非公開情報（設

置運営指針第１１条第１項ただし書に規定する場合に該当する情報をいう。以下同じ。）

を審議する会議は、公開しない。 

２ 一の会議で、非公開情報と非公開情報以外の情報を審議するときは、非公開情報以外の

情報の審議に限り公開するものとする。 

３ 前２項の場合において、一の情報を非公開情報として取り扱うことの可否は、議長があ

らかじめ会議の庶務を処理する課又はこれに相当する組織の長（以下「庶務担当課長」と

いう。）と協議して決定するものとする。 

４ 議長は、前項の規定により一の情報を非公開情報として取り扱うことと決定したときは、

当該決定に係る非公開情報を審議する会議において、庶務担当課長をして当該情報を非公

開情報として取り扱う理由を説明させ、当該決定について当該附属機関等の委員の承認を

受けるものとする。 

 （会議の公開の方法） 

第５条 会議の公開は、これを傍聴させることにより行う。 

２ 会議を傍聴しようとする者は、会議の開始時間の１０分前までに、附属機関等の会議の

傍聴申込書（第１号様式）により議長の許可を受けなければならない。 

３ 議長は、会議を傍聴しようとする者が武蔵村山市議会傍聴規則（昭和５５年武蔵村山市

議会規則第２号。以下「市議会傍聴規則」という。）第６条各号のいずれかに該当すると

きを除き、前項の許可をしなければならない。 

４ 前項の規定にかかわらず、議長は、会議を開催する場所の収容能力を超える傍聴の申込

みがあったときは、当該収容能力を超える申込みについて、同項の許可をしないことがで

きる。 

５ 前項の場合における第２項の許可は、原則として申込みの順序によるものとする。 
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（会議次第の配布等） 

第６条 議長は、会議の傍聴の許可を受けた者（以下「傍聴者」という。）に会議の議題を記

載した会議次第を配布する。 

２ 傍聴席は、原則として椅子のみとする。 

 （傍聴者の遵守事項等） 

第７条 傍聴者は、市議会傍聴規則第７条に掲げる事項を遵守しなければならない。 

２ 傍聴者は、議長が会議に諮って許可した場合を除き、写真、映像等を撮影し、又は録音

してはならない。 

３ 議長及び庶務担当課長は、前２項の規定に違反する傍聴者があるときは、必要な指示を

するものとする。 

４ 議長は、前項の指示に従わない傍聴者があるときは、これを退席させることができる。 

 （会議公開運営要領の制定） 

第８条 議長は、第３条の規定により会議を公開することと決定したときは、会議に諮って

会議の公開に関する運営要領を定めるものとする。 

２ 前項の運営要領は、第２号様式に準じて定めるものとする。 

 （会議開催情報の公表の方法） 

第９条 設置運営指針第１２条の規定により会議の開催日時、開催場所、議題等を公表する

ときは、庶務担当課長は、会議の開催情報（第３号様式）を市政情報コーナーに備えると

ともに、その概要を市ホームページに掲載するものとする。 

２ 前項の規定による会議の開催情報の公表は、会議の開催日の１週間前までに行わなけれ

ばならない。ただし、緊急に会議を開催するときは、この限りでない。 

３ 第４条第１項又は第２項の規定により、会議を非公開とし、又は会議の一部を公開する

ときは、庶務担当課長は、第１項の規定による公表に際し、その旨及びその理由を示すも

のとする。 

 （会議録の作成） 

第１０条 会議録の作成は、次に掲げるところによる。 

⑴ 第４号様式に準ずること。 

⑵ 審議経過がわかるように、主な意見等を簡潔に記載すること。 

⑶ 発言者の氏名（職名その他発言者を識別できる情報を含む。以下同じ。）は、記載し

ないこと。ただし、発言者の氏名を公にしても、率直な意見の交換及び意思決定の中立

性が不当に損なわれるおそれがないと認める場合であって、かつ、会議において承認を

受けたときは、この限りでない。 

 （会議録の承認） 

第１１条 会議録は、当該会議録に係る会議の開催日以後１か月以内に、会議において承認

を受けて確定するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項に規定する期間内に会議を開催する予定がないときその

他同項の規定により難いときは、当該会議録に係る会議に出席した附属機関等の委員全員

の承認を受けることにより、同項の承認に代えることができる。 
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（会議録等の公表） 

第１２条 会議を公開により開催したときは、当該会議の会議録の全文又は概要及び会議資

料を市ホームページに掲載し、及び市政情報コーナーに備えるものとする。ただし、次に

掲げる会議資料は、市ホームページに掲載しないことができる。 

⑴ 電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によっては認識することがで

きない方式をいう。）で作成していないものその他市の使用に係る電子計算機に記録さ

れていないもの 

⑵ 前号に掲げるもののほか、市ホームページに掲載しないことに合理的な理由があるも

の 

２ 非公開により開催された会議の会議録の公開の手続は、武蔵村山市情報公開条例（平成

１８年武蔵村山市条例第２０号）第２章第１節に定めるところによる。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この指針は、平成１９年７月１日から施行する。 

 （審議会等の会議の公開に関する基本方針等の廃止） 

２ 次に掲げる規程は、廃止する。 

⑴ 審議会等の会議の公開に関する基本方針（平成１０年１０月６日市長決裁） 

⑵ 審議会等の会議の公開に関する実施指針（平成１１年１月１２日市長決裁） 

⑶ 審議会等の会議の公開に関する実施指針の運用方針（平成１１年１月１２日市長決

裁） 

 （経過措置） 

３ この指針の施行の際、現にこの指針による廃止前の審議会等の会議の公開に関する実施

指針の運用方針第４項の規定に基づいて制定された審議会等の会議の公開に関する運営

要領は、第８条第１項の規定に基づいて制定されたものとみなす。 

   附 則（平成２０年４月９日市長決裁） 

 第１条の規定による改正後の武蔵村山市附属機関等の設置及び運営に関する指針第１３条

の規定並びに第２条の規定による改正後の武蔵村山市附属機関等の会議及び会議録の公開に

関する指針第１２条第１項及び第２項の規定は、この指針の施行の日以後に作成する会議録

から適用する。 

 

様式 －略－ 
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（参考１） 

○武蔵村山市附属機関等の設置及び運営に関する指針 - 抄 - 

 （会議の公開） 

第１１条 附属機関等の会議（以下「会議」という。）は、公開する。ただし、武蔵村山

市情報公開条例（平成１８年武蔵村山市条例第２０号）第８条各号のいずれかに該当す

る情報を取り扱うとき、又は会議を公開することで公正かつ円滑な議事運営に著しい支

障を及ぼすおそれがあるときは、会議を公開しないことができる。 

２ 会議の公開に関する手続は、市長が別に定める。 

 （会議開催情報の公表） 

第１２条 会議が開催されるときは、市長等は、あらかじめ、市政情報コーナー、市のホ

ームページ等で会議の開催日時、開催場所、議題等を公表するものとする。 

 （会議録等の公表） 

第１３条 会議が公開により開催されたときは、市長等は、その会議録（以下「会議録」

という。）の全文又は概要及び会議資料（審議に必要な資料として配付するものをいう。

以下同じ。）を公表するものとする。 

２ 会議録の作成、公表等に関して必要な事項は、市長が別に定める。 
 

 

（参考２） 

○武蔵村山市議会傍聴規則 - 抄 - 

 （傍聴できない者） 

第６条 次の各号の一に該当する者は、傍聴することができない。 

 ⑴ 銃器、棒その他人に危害を加え、又は迷惑を及ぼすおそれがある物を携帯している

者 

 ⑵ 張り紙、ビラ、掲示板、プラカード、旗、のぼり、垂れ幕の類を携帯している者 

 ⑶ はち巻、腕章、たすき、リボン、ゼツケン、ヘルメツトの類を着用し、又は携帯し

ている者 

 ⑷ ラジオ、拡声器、無線、マイクの類を携帯している者 

 ⑸ 笛、ラツパ、太鼓その他の楽器の類を携帯している者 

 ⑹ 酒気を帯びていると認められる者 

 ⑺ 前各号に定めるもののほか議事を妨害し、又は人に迷惑を及ぼすおそれがあると認

められる者 

 （傍聴人の遵守事項） 

第７条 傍聴人は、傍聴席においては次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

 ⑴ 会議中は、みだりに席を離れないこと。 

 ⑵ 特別な場合を除くほか、帽子、えり巻などを着用しないこと。 

 ⑶ 飲食や喫煙をしないこと。 

 ⑷ 会議における討論などに対して、賛否を表明したり拍手をしないこと。 

 ⑸ 私語、談笑などを慎むこと。 

 ⑹ 決められた出入口以外からは、出入りしないこと。 

 ⑺ 前各号に定めるもののほか、会議の議事進行を妨げ、又は品位を傷つける行為をし

ないこと。 
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